
 

ちちぶ定住自立圏の形成に関する協定書 

 

秩父市（以下「甲」という。）と小鹿野町（以下「乙」という。）は、ちちぶ定

住自立圏の形成に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、中心市宣言（定住自立圏構想推進要綱（平成２０年１２月２

６日総行応第３９号総務事務次官通知）第４の規定によるものをいう。）を行っ

た甲と甲が行った中心市宣言に賛同した乙との間において、ちちぶ定住自立圏内

の行政サービスを広域的に充実させることに関し必要な事項を定め、もって圏域

内の人々の生活機能を圏域全体として確保するとともに、圏域外の人々が訪問し、

滞在し、納得し、感動し、定住するためのちちぶ定住自立圏を形成することを目

的とする。 

 

（基本方針） 

第２条 甲及び乙は、前条に規定する目的の達成のために定住自立圏を形成し、次

条に規定する政策及び施策の分野の取組において相互に役割を分担して行政及

び民間機能の集約化・ネットワーク化を図ることとする。 

 

（連携する取組の分野、内容並びに甲及び乙の役割分担） 

第３条 連携して取り組む政策分野、内容並びに甲及び乙の役割は、次のとおりと

する。 

 

(1) 生活機能の強化に係る政策分野 

医療 

(ｱ) 医師・医療スタッフの確保及び負担軽減 

ａ 取組の内容 

圏域における医師・医療スタッフの確保及び負担軽減を図るため、需要を

調査するとともに、現在の体制を検証した上で、医師・医療スタッフの相互

派遣体制の支援、院内保育の整備運営など関連する事業を合同で実施する。 

ｂ 甲の役割 

(a) 医師・医療スタッフの確保及び負担軽減に関する需要の調査・検証、事

業の企画立案及び連絡調整を行う。 



 

(b) 関連する事業を実施し、必要とされる経費の支出を行う。 

ｃ 乙の役割 

(a) 甲が行う医師・医療スタッフの確保及び負担軽減に関する事業の企画立

案に協力する。 

(b) 関連した事業の実施に当たり、甲に対して受益に応じた負担を担うとと

もに、円滑に運営されるための必要な支援を行う。 

 

(ｲ) 救急医療体制の充実 

ａ 取組の内容 

圏域における救急医療体制をさらに充実させるため、需要を調査するとと

もに、現在の体制を検証した上で、秩父郡市医師会及び医療系大学との連携

の強化、医療スタッフのサポート体制の確立などの関連事業を実施する。 

ｂ 甲の役割 

(a) 救急医療の需要調査及び体制を充実させるための検証を行う。 

(b) 救急医療体制を充実させるための事業の企画立案及び連絡調整を行う。 

(c) 関連する事業を実施し、必要とされる経費の支出を行う。 

ｃ 乙の役割 

(a) 救急医療の需要調査及び体制を充実させるための検証に協力する。 

(b) 甲と共同で、救急医療体制を充実させるための事業の企画立案を行う。 

(c) 救急医療体制を充実させるための事業の円滑な実施に協力する。 

 

(ｳ) リハビリテーション体制の確立 

ａ 取組の内容 

圏域におけるリハビリテーション体制を確立するため、需要を調査・検証

した上で、圏域内外の医療機関等と連携し、回復期リハビリテーションを中

心とした事業を実施する。 

ｂ 甲の役割 

(a) リハビリテーションの需要調査及び体制の確立に向けた検証を行う。 

(b) リハビリテーション体制の確立に向けた事業の企画立案及び連絡調整

を行うとともに、関連事業を実施する。 

ｃ 乙の役割 

(a) リハビリテーションの需要調査及び体制の確立に向けた検証に協力す

る。 



 

(b) 甲と共同で、リハビリテーション体制の確立に向けた事業の企画立案を

行う。 

(c) リハビリテーション体制の確立に向けた事業の円滑な実施に協力する。 

 

(2) 結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 

圏域外の住民との交流及び移住促進  

  交流及び移住促進事業の合同実施 

ａ 取組の内容 

 圏域外の住民を多く受け入れるため、民間団体などと協力して、需要を調

査・検証した上で、子ども農山村交流プロジェクトなどの交流推進事業、

空き家バンクの実施などの移住促進交流事業を合同で実施する。 

ｂ 甲の役割 

(a) 交流に関する事業の企画立案をするとともに、計画の実現性を確保する

ための需要調査及び関係機関との調整を行う。 

(b) 交流に関連する事業を実施し、必要とされる経費の支出を行う。 

ｃ 乙の役割 

(a) 甲と協力して、交流に関する事業の企画立案を行うとともに、需要調査

に協力し、広報普及や情報提供などを行う。 

(b) 交流に関連する事業の実施に協力する。 

 

(3) 圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野 

人材育成等 

ａ 取組の内容 

圏域内の職員や関係者の資質及び政策形成能力の向上など、圏域マネジメ

ント能力を強化するため、圏域外の専門家を招へいし、合同研修などを実施

する。 

ｂ 甲の役割 

(a) 医療分野、観光分野などの圏域外の専門家を招へいする。 

(b) 合同研修などの主催及び連絡調整を行う。 

ｃ 乙の役割 

(a) 圏域外の専門家の招へいに協力する。 

(b) 合同研修などの実施に協力する。 

 



 

（事務執行に当たっての費用負担） 

第４条 前条に規定する事業の実施に要する経費の負担については、甲及び乙がそ

の都度協議し、決定する。 

 

（協定の変更） 

第５条 この協定の規定を変更しようとする場合は、甲及び乙が協議の上これを定

めるものとする。 

 

（協定の廃止） 

第６条 甲又は乙は、この協定を廃止しようとする場合は、議会の議決後、速やか

にその旨を他方に通告するものとする。 

２ 前項の通告は、書面によって行い、議会の議決書の写しを添付するものとする。 

３ この協定は、第１項の規定による通告があった日から起算して２年を経過した

日にその効力を失う。 

 

（協定の見直し） 

第７条 この協定の内容について、その運用状況、実施効果等を勘案し、第１条の

目的の達成状況を評価した上で、この協定締結後２年以内に見直しを行うものと

し、以後３年以内ごとに見直しを行うものとする。 

 

（疑義の解決） 

第８条 この協定の規定に関し疑義が生じた場合は、甲及び乙が協議の上これを定

める。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲及び乙が記名押印の上、

それぞれ各１通を保有する。 

 

 

 

 

 

 

 



 

平成  年  月  日  

 

 秩父市熊木町８番１５号 

甲 秩父市 

秩父市長   久 喜 邦 康 

 

秩父郡小鹿野町小鹿野８９番地 

乙 小鹿野町 

小鹿野町長  関 口 和 夫 


